
2021年4月1日

厚生労働省 佐賀労働局

佐 賀 労働基準監督署

唐 津 労働基準監督署

武 雄 労働基準監督署

伊万里労働基準監督署

第１回 令和８年11月13日（金）10：00～11：50

第２回 令和８年11月13日（金）14：00～15：50

第３回 令和８年11月20日（金）10：00～11：50

第４回 令和８年11月20日（金）14：00～15：50

建設工事の安全衛生対策及び
適正な労務管理について



佐賀県における労働災害発生状況
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3出典：木造家屋等低層住宅建築工事墜落防止標準マニュアル（建設業労働災害防止協会）

建設業における一人親方の死亡災害発生状況



はしご・脚立等からの墜落防止

4
出典：木造家屋等低層住宅建築工事墜落防止標準マニュアル（建設業労働災害防止協会）

はしごの設置・使用方法（悪い例）

脚立の設置・使用方法（悪い例）

高さ2メートル未満からの墜落・転落災害は、高さ2メートル以上からのものよりも1.5倍多い



はしご・脚立等からの墜落防止
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出典：木造家屋等低層住宅建築工事墜落防止標準マニュアル（建設業労働災害防止協会）
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はしご・脚立等からの墜落防止



7木造家屋等低層住宅建築工事墜落防止標準マニュアル
（建設業労働災害防止協会）

足場
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足場の外側には手すりや
中さんが設けられているが、
建物側には設けられてい
ない。
墜落防止措置及び物体の
落下防止措置を設けるか
墜落制止用器具が必要で
ある。

足場からの墜落防止
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構造規格を満たさない
ものは使用不可

‘03-01 ‘22-11

足場からの墜落防止
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建物の解体現場において、外部
足場を設置する際は、壁つなぎを
設けることが困難な場合が多い
ため、控えを設けるなど倒壊防止
措置を講じること。

足場の倒壊防止



一側足場の使用範囲
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2021年4月1日～建設機械対策について～

労働基準局広報キャラクター
「たしかめたん」

労働災害が発生
しないように安全衛生
管理を徹底しよう！
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建設業の三大災害

１．墜落・転落災害
『足場、屋根、法面等から』

２．建設機械・クレーン等重機災害
『旋回範囲内への立ち入り、誘導員の配置なし』
『建設機械の用途外使用』
『重機の転倒災害』

３．倒壊・崩壊災害
『足場・型枠材の構造の不備』
『土止め支保工の未設置、地山掘削面の不安全勾配』
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重機災害対策１（重機との接触）

平成31年12月に、伊万里署管内でドラ
グ・ショベルで掘削作業中、傍で手掘りで
作業をしていた労働者の頭部がバケットと
側溝の間に挟まれ重傷→安衛則158条①
違反で送検

【安衛則157条①及び158条①違反の可能性あり】
幅員が十分でないため重機が転倒するおそれがあり、
また、重機の可動範囲に人が立ち入っている。

カメラで人を検知して警報によるオ
ペレーターへの注意喚起や停止制
御により衝突を回避
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災害事例 ドラグ・ショベルとの接触災害

〔発生状況〕

土砂の積込みをしていたドラグ・ショベルと列車
昇降台との間を通り抜けようとしたとき、旋回した
ドラグ・ショベルのカウンターウエイトにはさまれた。

〔発生状況〕

ドラグ・ショベルを運転中、運転操作
を誤ってアームが急旋回し、近くで作
業中の労働者にバケットが激突した。



16

災害事例 ドラグ・ショベルとの接触災害

《防止対策》

Ⅰ 旋回の作業半径内に立ち入らない。

Ⅱ 立入禁止のバリケードを設置

するほか、誘導者を配置する。

Ⅲ 運転者は誘導者の誘導に従う。
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重機災害対策２（用途外使用）

令和２年４月に、唐津署管内でドラグ・ショ
ベルで敷鉄板をつり上げた際に転倒し、運
転者が死亡→安衛則164条①違反で送検

【安衛則164条①違反の可能性あり】
移動式クレーン仕様だがクレーン機能に切り
替えずにつり上げ作業をすれば用途外使用

【ポイント】
荷のつり上げや掘削作業時はバリケードを設
置するなどして人の立ち入りを禁止する。
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災害事例 用途外使用による災害

〔発生状況〕

ドラグショベルで吊り上げた
荷が落下し、作業員を直撃した。
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災害事例 移動式クレーン
車両積載形トラッククレーンのアウトリガーが破損してトラッククレーンが横転

車両積載形トラッククレーンの荷台に建築廃材を入れたコンテナを積み込もうとし
たときにアウトリガーが破損してトラッククレーンが横転したものである。
被災者は、地切りして荷の安定を確認した後、荷台より少し高くコンテナをつり上げ、

次に、荷台に積み込むため荷台後方に向けてジブを旋回および起伏していたところ、
車両左側のアウトリガーが折損してトラッククレーンが左側に横転し、逃げ遅れた被災
者が下敷きになった。

災害発生時の作業半径3m、ジブ角度は50度であり、この時の定格荷重は1.3tで
ある。つり上げたコンテナの質量は1.7tのため過荷重であった。

過荷重で使用した能力を超えた
使用の禁止



20



21

車両系建設機械による災害防止のポイント

作業計画の作成
（安衛則155条）
①種類・能力
②運行経路
③作業方法

クレーン機能付
きを使用する

誘導者の合図で作業を行う

①

②

③

④
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重機災害対策３（重機の転倒）

令和６年７月に、佐賀署管内で移動式クレーン
で荷をつり上げ、ブームを旋回させていた際に
アウトリガーが地面に沈み込み転倒した。

【クレーン則70条の３違反の可能性あり】
地盤が軟弱な場所での移動式クレーンの
使用は禁止。ただし、クレーン転倒を防止
するために必要な広さ及び強度を有する
敷鉄板等が敷設されていれば、この限りで
はない。

【ポイント】
作業開始前に、地面の状況を確認すること。また、使用に適した敷鉄板等を設置すること。
適切に敷鉄板を使用しているか、管理者等が、適宜、確認すること。
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災害事例 基礎工事用機械
アース・オーガーによる杭のつり込み作業中、クローラが養生鉄板からはみ出ていたため横転

鉄塔基礎建設工事において、セメントミルク工法杭建て込み作業に使用したアース・オーガー
が転倒して作業者が下敷きになったものである。

アース・オーガーを養生鉄板上から1m程外まで後進させた後、上部を杭の方向に旋回させ、
杭頭に掛けられていた玉掛けロープのアイをアース・オーガーのフックに掛け、巻上げの合図を
した。運転者は機械を操作し、段差を引き摺り上げるために、杭頭を地表より2m程の高さに巻
き上げ操作をした。

この時、アース・オーガーの右クローラー前部の地盤が沈下し、後部がうきあがった。

敷き鉄板不十分

杭の仮置き場が不適当
二次災害の危険
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災害事例 コンクリートポンプ車
コンクリートポンプ車のブームが高圧電線に触れ感電死

3人の作業者の監視のもと、通電状態でブームの折りたたみ作業を行っていた。まず、
3段目のブームを2段目のブームの方へ折りたたもうとしたが、操作者が3段目のブー
ムを急に上げてしまい、これにあわてて急いで上げるのを止めたため、この反動でブー
ムの先のホースがはね上がり、ホースの一部がほんの一瞬、高圧線に接触した。

これにより、電流はホース、ブーム、車体、アウトリガを通過し地面に流れたが、その一
部は車体から操作レバーを通って操作者の上半身に入り、操作者が感電死した。

停電させる
電線には事前に
保護管をつける



25

職場のあんぜんサイトのご案内



2021年4月1日～石綿健康障害対策について～



建築物：全ての建築物をいい、建築物に設けるガス若しくは電気の供給、給水、排水、換気、暖房、冷房、排煙又は汚水処理の設備等の建築設備を含むものであること。

工作物：建築物以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置されているもの又は設置されていたものの全てをいい、例えば、煙突、サイロ、鉄骨架構、上下水道
管等の地下埋設物、化学プラント等、建築物内に設置されたボイラー、非常用発電設備、エレベーター、エスカレータ－等又は製造若しくは発電等に関連する反応槽、貯
蔵設備、発電設備、焼却設備等及びこれらの間を接続する配管等の設備等があること。なお、建築物内に設置されたエレベーターについては、かご等は工作物であるが、
昇降路の壁面は建築物であることに留意すること。

既存建築物・工作物に何らかの変更を加える工事であって、解体工事以外のものをいう。

リフォーム、修繕、各種設備工事、足場の設置、塗装や外壁補修であって、既存の躯体の一部の除去、切断、破砕、
研磨、穿孔を伴うものを含む。

出典：国交省「目で見るアスベスト建材（第２版）」

S造・RC造 木造

石綿健康障害対策
建築物・工作物の解体及び改修工事については、事前調査が必要です。
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出典：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び
石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル

必要な資格

石綿健康障害対策
事前調査の流れと必要な資格
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【報告対象となる工事】
※石綿の有無によらず以下のいずれかに該当する場合には報告が必要です。
① 解体部分の 床面積の合計が80㎡以上の建築物 の解体工事
② 請負金額が 税込100万円以上の建築物 の改修工事
③ 請負金額が 税込100万円以上の特定の工作物 の解体または改修工事
④ 総トン数が 20トン以上の船舶（鋼製のものに限る）の解体又は改修工事

※ 事前調査そのものは、上記の規模によらずすべての工事で実施する必要があります。
※ 建築物の改修工事には、模様替え、修繕のほか、建築設備（ガス・電気の供給、給水、排水、換気、冷暖房、排煙、汚水処理のための設備等を含みます）の設置・
修理・撤去等を行う場合が含まれます。
※ 工作物の改修工事には、定期修理が含まれます。
※ 報告対象となる工作物は以下のものです。（なお、事前調査自体は以下に限らず全て必要です。）
・反応槽、加熱炉、ボイラー、圧力容器、煙突（建築物に設ける排煙設備等の建築設備を除く）
・配管設備（建築物に設ける給水・排水・換気・暖房・冷房・排煙設備等の建築設備を除く）
・焼却設備、貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く）
・発電設備（太陽光発電設備・風力発電設備を除く）、変電設備、配電設備、送電設備（ケーブルを含む）
・トンネルの天井板、遮音壁、軽量盛土保護パネル
・プラットホームの上家、鉄道の駅の地下式構造部分の壁・天井板

石綿事前調査結果報告システムによって報告をお願いします

利用方法はこちら→

レベル１、レベル２建材の解体・改修工事

については石綿事前調査報告とは別に、

工事開始14日以内に、労働基準監督署

に計画届を提出してください。

大気汚染防止法に基づき、都道府県に提出すべき書類もあります。

佐賀県についてはこちら→

石綿健康障害対策
事前調査報告
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１ 目視調査を行ったところ、建材に「石綿不使用」と記載してあったので、石綿なしと判断した。

⇒建材の記載のみをもって、石綿の無と判断（有とするのはOK）してはいけません。必ず、建材

の型番とデータベース等を照合してから判断してください。

判断できない場合は分析調査か、みなし措置をしてください。

２ 外壁塗装工事なので、詳細な施工内容を考慮せず、事前調査不要と判断した。

⇒外壁塗装工事であっても、施工方法によっては（足場の設置等で建物の外壁に穿孔する場合

等）事前調査が必要になる場合があります。

施工方法をよく確認してから判断してください。

３ 改修工事で、請負金額100万円未満なので、事前調査不要と判断した。

⇒ご認識の基準は、事前調査の報告対象の基準と思われます。

報告対象外であっても、事前調査対象であれば事前調査をおこなってください。

４ 設備の改修工事なので、事前調査不要と判断した。

⇒建築設備工事であっても石綿則上の「建築物」に該当します。

事前調査対象の工事であれば事前調査をおこなってください。

石綿健康障害対策
よくある質問例
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出典：環境省「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル」

建築物の解体工事において、建築物の所有者から石綿含有建材は使用されていないという説明を受けていたこ
と、当該建築物では改修工事が複数回行われた結果、天井の内装材が厚くなっており天井裏の調査が行いにくかっ
たことから、適切な事前調査がされず、飛散・ばく露防止措置が講じられないまま工事が開始された。工事開始後、
天井板を撤去後にレベル１の石綿含有建材が確認された。

レベル１の石綿含有建材が使用されていることが把握され、大防法及び安衛法に基づく届出が行われた現場にお
いて、地方公共団体が敷地境界における石綿濃度測定を行ったところ石綿繊維が検出された。届出がされた箇所
では飛散・ばく露防止措置が講じられていたが、別の箇所において、レベル１の石綿含有建材が天井裏に使用され
ており、当該建材が飛散・ばく露防止措置が講じられないまま天井と共に破砕されていた。本件の原因としては、事
前調査が不十分であったことのほか、事業者が工期どおりに工事を行うため、飛散・ばく露防止を行わなかったと
指摘されている。

建築物の解体工事において、機械室の煙突にレベル2のアスベスト含有建材が使用されていたにもかかわらず、
飛散・ばく露防止措置が講じられないまま煙突が解体された。原因として以下の点が挙げられている。
・当該建築物において過去に行われたアスベスト含有建材の除去工事では、機械室は対象に含まれていなかったが、
発注者は、当該建築物に使用されていたアスベスト含有建材が全て除去されたものと判断したこと。
・事業者は、発注者から当該建築物のアスベスト含有建材は全て除去されていると説明され、再度十分な事前調査
を行わなかったこと。

石綿健康障害対策
不適切事例（全国）
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ばく露防止措置について

石綿健康障害対策



保護具の選定

石綿健康障害対策
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解体・改修工事に関する各種資格・講習（労働安全衛生法に関するもの）

①事前調査時

②解体・改修作業時

○建築物石綿含有建材調査者（講習）

一般建築物石綿含有建材調査者: すべての建築物と建築設備を調査可能

特定建築物石綿含有建材調査者: 一般建築物の範囲に加え、より専門的な実地研修や口述試験等を経て取得。

一戸建て等石綿含有建材調査者: 一戸建て住宅や共同住宅の専有部分に範囲が限定。

○工作物石綿事前調査者（講習） 炉設備、電気設備、配管、貯蔵設備といった特定の工作物の調査が可能。

調
査
可
能
範
囲
は

同
一

○石綿作業主任者（技能講習）

【注意点】

・草刈り、残置物撤去等、石綿含有建材に関係ない作業のみを行う方については、い

ずれの資格も不要です。ただし、同作業場で石綿含有建材を取り扱う作業を行う場

合、無資格者は立入禁止としてください。

・石綿作業主任者技能講習及び石綿使用建築物等解体等業務特別教育については、

建築物・工作物の区別はありません。

・石綿作業主任者技能講習修了者は、石綿使用建築物等解体等業務特別教育の上

位資格になるため、同特別教育を受講せずに解体作業を行っても問題ありません。

・石綿作業主任者は基本的に、作業中は作業員の指揮を行う必要があります。

・この他にも、5m以上の鉄骨造建築物の解体、5m以上のコンクリート造工作物の

解体には各種作業主任者の技能講習修了者から作業主任者に選任しなければなら

ないほか、資格が必要な業務がある場合があります。

○石綿使用建築物等解体等作業
（特別教育）

石綿健康障害対策



ご安全に！
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